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国土交通省「貨物地域流動調査（2020年度）」を基に北海道作成

本道～道外間
（千トン）

○ 本道～道外間の輸送は、海上輸送が約92%(うち自動車(フェリー)輸送が約８％)を占める

○ 道内間の輸送は、自動車輸送が約98％を占める

○ 本道の物流は、人材不足や災害の激甚化・頻発化に伴う輸送手段の確保などの課題に

直面しているほか、ゼロカーボン北海道の実現への対応が求められている

交通・物流ネットワーク ③ ～ モード別貨物輸送量 33

道内間

鉄道

海上輸送

（フェリー除く）

自動車

航空

輸送モード別貨物輸送量の割合 (2020年度)

（千トン）

交通、物流



防 災 頻発・激甚化する自然災害 ① ～ 温暖化、巨大地震

死者数
（冬・深夜）

低体温症
要対処者数

（冬・深夜）

全壊棟数
（冬・夕方）

経済的被害額
（冬・夕方）

千島海溝地震 約100,000人 約22,000人 約84,000棟 約17兆円

日本海溝地震 約199,000人 約42,000人 約220,000棟 約31兆円

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による被害想定
被害が最大となるケースにおける推計値（内閣府資料）
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太平洋沿岸の津波浸水想定
市町ごとの海岸線における最大津波高

○ 地球温暖化に伴い、大雨などによる気象災害のリスクが今後増大することが懸念

○ 日本海溝・千島海溝沿い巨大地震への対策が急務

北海道の気温の変化

北海道7地点（旭川、網走、札幌、帯広、根室、寿都、函館）を平均した年平均気温偏差の
経年変化（1898～2020年、単位：℃）
細線（黒）は各年の基準値からの偏差、太線（青）は偏差の5年移動平均値、直線（赤）は
長期的な変化傾向を示す。基準値は1991～2020年の30年平均値。7地点のいずれかにおいて
観測場所の移転があった年を横軸上に▲で示す。移転の影響を除去するための補正を行った
上で計算している。

札幌管区気象台HP
https://www.data.jma.go.jp/sapporo/bosai/publication/kiko/kiko.html
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○ 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、防災・減災に向けた取組を加速化する必要

2016年以降に発生した主な自然災害

防 災 頻発・激甚化する自然災害 ② ～ 災害発生状況



(株)帝国データバンク「首都圏・本社移転動向調査(2022年)」を基に道作成

○ 首都圏から北海道に本社機能を移転する企業が急増

首都圏から地方に本社機能を移転した企業数

価値観の変化 生活意識・行動の変化 ① ～ 地方への本社機能移転 36

都道府県
コロナ前

３年間累計
コロナ後

３年間累計
増加数

北海道 28 56 +28

宮城県 17 33 +16

静岡県 54 69 +15

愛媛県 2 16 +14

新潟県 14 27 +13

広島県 12 25 +13

岐阜県 7 17 +10

宮崎県 3 11 +8

群馬県 38 45 +7

山梨県 25 32 +7

沖縄県 18 25 +7

（2017～19年）

（2020～22年）



○ サテライトオフィスの開設数も、全都道府県の中で最多

地方公共団体が誘致又は関与したサテライトオフィスの開設状況〔市町村別〕 (2021年度末時点)

総務省「地方公共団体が誘致又は関与したサテライトオフィスの開設状況調査」を参考に道作成
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37価値観の変化 生活意識・行動の変化 ② ～ サテライトオフィス



○ 107市町村が北海道型ワーケーション普及・展開事業に取り組む（令和４(2022)年度）

北海道型ワーケーション普及・展開事業 共同実施市町村（令和４(2022)年度）

38価値観の変化 生活意識・行動の変化 ③ ～ ワーケーション

ワーケーション：

Work(仕事)とVacation(休暇)を組み合わせた造語。
普段の職場や自宅を離れ、観光地やリゾート地などで休暇を楽しみながら
テレワークなどで仕事をする新しい「働き方」、「休み方」

北海道型ワーケーション：

四季折々の豊かで美しい自然環境、安全・安心でおいしい食、独自の歴史・

文化や気候風土、多彩なアクティビティなど、北海道の魅力を活かし、参加者

の多様なニーズにオーダーメイドで対応するワーケーション
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転入・転出の推移（北海道）

○ 北海道においては、転出数が転入数を上回る状況が続いていたが、2020年度は転入超過

総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に北海道作成

転
入
超
過

転
出
超
過

2020年度 転入超過

2019年 2020年 2021年 2022年

39価値観の変化 生活意識・行動の変化 ④ ～ 転入・転出



出典：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

○ 地方移住への関心は高まっている（調査対象：東京都23区在住者、20歳代）。

「強い関心がある」、「関心がある」、「やや関心がある」の合計は、2019年から 12.0 ポイント増加

40価値観の変化 生活意識・行動の変化 ⑤ ～ 地方移住への関心



出典：内閣府「第５回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

○ 関心理由としては、「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じたため」が最も多い

41価値観の変化 生活意識・行動の変化 ⑥ ～ 地方移住への関心理由


